
 

 

草加市安全安心まちづくり 

行 動 計 画 （ 素 案 ） 

  

概要版 



 

 

Ⅰ 策定の趣旨 

１ これまでの草加市安全安心まちづくり行動計画 

草加市では、市内の治安情勢が悪化していた平成１６年に安全・安心なまちをみ

んなでつくり、その決意を明らかにすることを目的に「草加市みんなで取り組む安

全安心まちづくり宣言」を行い、この宣言をもとに平成１８年度に市民・市・警察

が一体となり、安全で安心なまちづくりに取り組むための指標として「（第一次）

草加市安全安心まちづくり行動計画」（以下「第一次計画」といいます。）を５か

年計画で策定しました。さらに、平成２３年度に第一次計画を改定した「（第二次）

草加市安全安心まちづくり行動計画」を５か年計画で策定し、市民・市・警察が一

体となって、草加市の治安改善に取り組みました。 

また、平成２９年４月１日に「草加市安全安心まちづくり推進条例」（以下「条

例」といいます。）が施行され、犯罪を防止し、地域の防犯力を向上させる環境の

整備（安全安心まちづくり）に取り組むため、市、市民等及び関係機関がそれぞれ

の役割を分担し、緊密に連携し、及び協力しながら一体となって推進するという基

本理念のもと、平成３０年３月に新たな「草加市安全安心まちづくり行動計画」

（以下「計画」といいます。）を策定し、防犯力の向上に努めてきたところです。 

このような中、平成２１年から犯罪認知件数は半減するなど一定の効果があり、

さらに、令和２年から流行した新型コロナウイルス感染症拡大に伴う行動制限等の

影響により、近年は犯罪認知件数が減少していましたが、コロナ禍からの回復によ

る社会活動の増加等に伴い、犯罪認知件数が下げ止まっている現状となっています。 

 

○草加市みんなで取り組む安全安心まちづくり宣言（平成 16 年 12 月制定） 

犯罪や交通事故などから守られ、安全で安心して暮らすことは、すべての市民の願いです。

また、まちの未来を担う子どもたちの将来のためにも、欠かすことができません。 

しかし、私たちの身のまわりでは、あき巣、ひったくり、暴力事件などの犯罪や交通事故など

が多発しています。また、地域社会の急激な変化などにより地域のコミュニケーションはうすれ、

本来地域社会が持っていた犯罪抑止や防止の機能が低下しつつあります。 

安全で安心なまちづくりを進めるためには、私たち一人ひとりが、同じ地域で共に生活してい

ることを自覚し、人やまちを大切にする心をはぐくみ、お互いに声をかけ合い、手をとり合いなが

ら、安全安心の芽を大きく育てていかなければなりません。 

そこで草加市では、市民と市、警察などの関係機関が協力し合い、犯罪や交通事故などから

守られた安全で安心できる快適なまちづくりを進めていくことを宣言します。 

 

 



 

 

２ 条例における基本理念と市、市民、事業者等の責務 

基本理念（第３条） 

安全安心まちづくりは、市、市民等及び関係機関がそれぞれの役割を分担し、

緊密に連携し、協力しながら一体となって推進するものとします。 

 

市の責務（第４条） 

市は、安全安心まちづくりに関する意識の啓発や自主防犯活動の支援、さら

に安全安心まちづくりに配慮した施設等の普及の促進などを行います。 

 

市民の責務（第５条） 

市民は、自らの安全の確保に努め、声かけや清掃等の活動を自主的に行うこ

とにより地域の防犯力の向上に努めるとともに、市の安全安心まちづくりに関

する施策に協力するよう努めます。 

 

事業者の責務（第６条） 

事業者は、所有又は管理する施設等の安全の確保のために必要な措置を講じ、

施設周辺の巡回や清掃等を自主的に行うことにより地域の防犯力の向上に努め

るとともに、市の安全安心まちづくりに関する施策に協力するよう努めます。 

 

土地建物所有者等の責務（第７条） 

土地建物所有者等は、所有又は管理する施設等の安全の確保のために必要な

措置を講じ、施設周辺の巡回や清掃等を自主的に行うことにより地域の防犯力

の向上に努めるとともに、風営法の規定により禁止されている営業へ施設の提

供はしません。 

また、市の安全安心まちづくりに関する施策に協力するよう努めます。 

 

３ 計画の位置づけ 

計画は、条例第１７条に規定する、安全安心まちづくりに関する施策の実施を総

合的かつ計画的に推進するための「安全安心まちづくりの推進に関する計画」とし

て位置付け、草加市の安全安心まちづくりに必要な活動に関する団体及び市民の代

表で構成される「草加市安全安心まちづくり推進協議会」（以下「協議会」といい

ます。）での審議を経て策定、改定されることになっています。 

なお、「第四次草加市総合振興計画」でも施策の一つとして「地域安全の推進」、

「安全・安心な消費生活の推進」を掲げ、本計画が関連分野別計画として位置づけ

られています。 



 

 

 

施策10 地域安全の推進 

地域で発生する犯罪や迷惑行為・危険行為を防止し、安全で安心な市民

生活を実現します。 

施策11 安全・安心な消費生活の推進 

市民が消費者トラブルに遭わないよう消費者としての自立を促します。 

「第四次草加市総合振興計画」より 

 

４ 計画の期間 

今期の計画の実施期間は、令和６年度(2024年度)から令和１５年度(2033年度)ま

での１０年間とします。 

効果検証や計画の重点施策などを協議会で審議し、令和１０年度(2028年度)を目

途に見直しを行い、計画の期間中でも、社会情勢等の変化によっては必要に応じ見

直しを行います。 

 

 

  

 

第四次草加市総合振興計画 

施策10 地域安全の推進 施策11 安全・安心な消費生活の推進 

 

草加市都市計画マスタープラン 

 

草加市安全安心まちづくり行動計画 

 

草加市子どもプラン 

草加市高年者プラン 

草加市男女共同参画プラン 

草加市障がい者計画 

その他関連計画 

関連計画 



 

 

Ⅱ 計画の体系 

今期の計画は「安全で安心なまち（※）をつくる」という大目標を実現していくた

めに、３つの中目標の柱を設定し、その中目標における推進施策と市、市民、関係

機関等がそれぞれの役割に応じた取り組みを進めます。また、計画期間中は、優先

して取り組むべき推進施策について、協議会の審議を経て、各年度において、数個

の推進施策を重点施策として決定します。 

併せて、犯罪被害者等への支援にも取り組みます。 

※ 条例では「犯罪を防止し地域の防犯力を向上させる環境の整備」としています。 
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Ⅲ 中目標ごとの推進施策 

１地域の防犯力の強化 

 

安全で安心なまちをつくるためには、地域の防犯活動を継続的に行っていく

ことが重要です。町会・自治会やＰＴＡをはじめ、自主防犯活動を行っている

「自主防犯活動団体」が活発に活動していくことで、地域の犯罪抑止に繋がり

ます。また、活動時の声掛けなどにより、市民同士のコミュニケーションが多

くなることで、安心感が生まれます。 

これらの活動を継続するために、市や警察等による支援が必要です。 

また、犯罪発生時や不審者の情報が警察や市に入った場合には、自主防犯活

動団体へ円滑に情報伝達を行い、一丸となって警戒をすることにより、さらな

る犯罪を抑制していくことにつながります。 

 

【推進施策】 

⑴ 自主防犯活動の推進 

⑵ 青パトによるパトロール活動の充実 

⑶ 学校、通学路など周辺環境の安全強化 

⑷ 防犯活動の連携に関する協定の活用 

⑸ (仮)草加地区防犯協会の適正な運営と地域防犯推進委員の活動支援 

 

 

２防犯意識の普及促進 

 

市民一人ひとりが防犯に関する正しい知識を習得し、防犯意識を高めること

は、犯罪被害に遭わないために重要です。そのため、草加警察署と犯罪情報等

の共有を図り、広報そうか、草加お知らせメール、ホームページ等を活用して

防犯情報を発信します。 

また、高年者が被害に遭いやすい特殊詐欺や登下校時の小中学生、女性を狙

った声かけ事案等、特定の犯罪や行為に対しては、関係機関と連携を図り、防

犯講座や啓発活動等を対象者や事案別に実施し、防犯意識の普及促進を図りま

す。 

 



 

 

【推進施策】 

⑴ 流行する犯罪への防止対策 

⑵ 子どもや女性への犯罪被害等防止対策 

⑶ 若年層への犯罪被害等防止対策 

⑷ 高年者への犯罪被害等防止対策 

⑸ 障がい者への犯罪被害等防止対策 

⑹ 外国人への犯罪被害等防止対策 

⑺ 消費者トラブルへの被害防止対策 

 

 

３犯罪が起こりにくい環境整備 

 

駅周辺や住宅街で無秩序なはり紙や立看板が乱立し、たばこの吸い殻やペッ

トボトル、空き缶などのポイ捨てをはじめ、不適正な管理状態にある空き家等

が多く見受けられると、まちに隙があると思われ、犯罪を企てやすい印象を持

たれかねません。そのため、まち全体の生活環境を健全な状態に維持すること

は、市民の安心感を生み、犯罪の抑止に繋がります。 

また、駅周辺における悪質な客引き行為やつきまとい等で通行を妨げられる

ことは、通行する方が迷惑に感じ、不安を覚えます。 

様々な事件や犯罪の要因になり得る暴力団は、近年は潜在化が進み、直接表

に出ないかたちで日常生活を脅かしており、引き続き暴力団との関係を断つこ

とも重要です。さらに、犯罪の発生抑止や早期解決のため、駅周辺を中心に設

置している防犯カメラの運用により、安全安心な市民生活に寄与しています。 

 

【推進施策】 

⑴ まちの美化、環境浄化の推進 

⑵ 悪質な客引きや不適切な内容のビラの配布に対する是正措置の強化 

⑶ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に基づく場所提供禁止の

啓発 

⑷ 空き家等への対策 

⑸ 都市照明施設の整備 

⑹ 防犯カメラの運用 

⑺ 暴力団や半グレ組織等の追放 

  



 

 

Ⅳ 犯罪被害者等への支援 

犯罪被害に遭う人は特別な人ではなく、社会で普通に暮らしている人たちで

す。その平穏な暮らしの中で、犯罪は突然起きます。犯罪等を受けた被害を回

復し、または軽減し、再びそれぞれの平穏な暮らしを取り戻せるように配慮し

ていくことは、誰もが犯罪被害者等(※)になり得る中で、社会全体として取り

組むべき課題です。そのためには、周囲の人たちが、被害者が置かれた状況を

よく理解し、犯罪被害者等に配慮した対応を心がけることが大切です。 

犯罪の被害者やその遺族・家族には、事件による直接的な心身の被害以外に

も、精神的ショックや身体の不調が現れます。また、犯罪によってけがをした

人や精神的な支援が必要になった人には治療費の負担が大きく、治療等が長引

いて長期間仕事を休んだことによる失職や転職を余儀なくされる場合もあり、

経済的に困窮し、これまでの生活を変えざるを得ないこともあります。 

犯罪被害者等への支援制度、警察などの関係機関でのサポート体制がありま

すが、制度内容が多岐にわたっており、相談があったときに円滑に調整が図れ

るよう連携を強化します。 

※ 犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号。以下「基本法」といいます。）

における「犯罪被害者等」とは、犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及

ぼす行為により、害を被った者及びその家族または遺族をいいます。 

 

【推進施策】 

⑴ 犯罪被害者支援総合的対応窓口の強化 

⑵ 市民に対する犯罪被害者等への理解を深めるための啓発 
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